
独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

研究倫理審査委員会規程  

 

平成 28 年 4 月 1 日 

所 内 規 程 第 4 9 号 

 

一部改正 平成 29年 5月 30日 

平成 30年 3月 30日 

（目的） 

第 1条 

本規程は、独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所（以下「安衛研」

という。）の職員等が行う人（試料・情報を含む。）を対象とした労働安全衛生研究（以下「研

究」という。）について、「ヘルシンキ宣言」の趣旨に沿って、かつ、「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針（文部科学省・厚生労働省）」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関

する倫理指針（文部科学省・厚生労働省・経済産業省）」及び国が定める「独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律」に準拠し、科学的妥当性及び倫理的配慮が確保さ

れているかどうかを審査し、及び評価するため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第 2条 

この規程は、人（試料・情報を含む。）を対象とした研究を行おうとする職員等（以下「申

請者」という。）から申請された研究計画及び第 14 条に基づく再申請等に適用するものと

する。なお、研究倫理審査委員会を有しない共同研究機関の長から安衛研所長（以下「所長」

という。）に申請のあった場合には、当該研究計画についても審査対象とすることができる。 

２ 次に掲げるいずれかに該当する研究は適用範囲外とする。 

（１）法令の規定により実施される研究 

（２）法令の定める規準の適用範囲に含まれる研究 

（３）試料・情報のうち、次に掲げるもののみを用いる研究 

①既に学術的な価値が定まり、研究用として広く利用され、かつ、一般に入手可能な試

料・情報 

②既に匿名化されている情報（特定の個人を識別することができないものであって、対

応表が作成されていないものに限る） 

 

（研究倫理審査委員会の設置） 

第 3条 

安衛研の本部（清瀬地区）及び登戸地区それぞれに研究倫理審査委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 



 

 

 

（所長の責務） 

第 4条 

所長は、委員会の組織及び運営に関する規程並びに委員名簿、委員会の開催状況及び審議

の概要について研究所のホームページ及び倫理審査委員会報告システムにおいて公表しな

ければならない。ただし、公表することにより委員又は研究対象者、申請者等の権利又は利

益を不当に侵害するおそれのある場合は、この限りでない。 

２ 所長は、委員会の委員が審査及び関連する業務に関する教育・研修を受けることを確保

するため必要な措置を講じなければならない。 

 

（委員会の責務） 

第 5条 

委員会は、第 2 条に定める研究に関して、科学的妥当性及び倫理的配慮が確保されてい

るか、研究機関及び研究者の利益相反に関する情報も含めて中立的かつ公正に審議及び審

査し、所長に判定結果を文書により答申する。 

２ 委員会は、前項の規定により審査を行った研究のうち、侵襲（軽微な侵襲を除く。）を

伴う研究であって介入を行うものについて、当該研究の実施の適正性及び研究結果の信頼

性を確保するために必要な調査を行い、所長に対して、研究計画の変更、研究の中止その他

研究に関し必要な意見を述べることができる。 

３ 委員会は、安衛研の研究活動全般について、研究倫理にかかわる事項を審議し、必要な

措置、対策等を所長に建議することができる。 

４ 委員は、委員としての職務上知り得た情報を正当な理由なく漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様である。 

５ 委員は第１項の規定により審査を行った研究に関連する情報の漏洩等、研究対象者の

人権を尊重する観点並びに当該研究の実施上の観点及び中立性若しくは公正性の観点から

重大な懸念が生じた場合は、速やかに所長に報告する。 

６ 委員は、審査及び関連する業務に先立ち、倫理的観点及び科学的観点からの審査等に必

要な知識を習得するための教育・訓練を受けなければならない。また、その後も、適宜継続

して教育・研修を受けなければならない。 

 

（委員会の組織） 

第 6条 

委員会は、安衛研の職員（以下「内部委員」という。）及び安衛研以外の者（以下「外部

委員」という。）をもって組織する。 

２ 内部委員は、各研究領域あるいは研究内容等を考慮し、所長が指名する。 

３ 外部委員は、次の各号に掲げる者とし、所長が委嘱する。 



 

 

（１）自然科学（医学・医療を含む）を専門とする学識経験者 

（２）人文科学又は社会科学を専門とする学識経験者 

（３）一般の立場を代表する者 

４ 内部委員及び外部委員の任期は 2年とし、再任を妨げない。 

５ 委員会の委員長及び副委員長は、委員の互選により選出される。 

６ 委員会は、以下の各号の条件を満たして組織されなければならない。 

（１）男女両性の委員が指名又は委嘱されていること。 

（２）1名以上の医師が委員として指名又は委嘱されていること。 

（３）5名以上であること。 

 

（委員会の事務） 

第 7条 

委員会の事務は委員会事務局が行い、委員会事務局は研究推進・国際センターに置く。 

 

（委員会における審議及び審査の原則） 

第 8条 

委員会における審議及び審査は、本規程による他、国が定めた各種の研究に関する倫理指

針（以下「国の倫理指針」という。）及び安衛研研究倫理綱領に準拠しなければならない。

なお、審議及び審査を行うにあたり、特に次の各号に掲げる事項に留意しなければならない。 

（１） 研究の科学的合理性 

（２） 研究対象者の生命、健康の尊重及び人権の擁護 

（３） その個人に理解を求め、同意を得る方法（インフォームド・コンセント） 

（４） 研究等によって生じる個人への不利益及び危険性と予測される労働安全衛生上の

貢献度 

（５） 個人情報等の保護 

（６） 研究実施に必要な体制や対応の状況 

（７） 研究機関及び研究者の利益相反に関する状況 

 

（委員会の運営） 

第 9条 

委員長は、必要に応じて委員会を招集する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき又は欠けたときは、委員長の職

務を代行する。 

３ 委員会の議事は、非公開とし、委員の過半数の出席を持って成立するものとする。ただ

し、審議又は採決に当たっては、第 6 条第 3 項第 2 号又は第 3 号に規定する委員が 1 名以

上出席していなくてはならない。 



 

 

４ 委員会は必要に応じて審査に係る研究を行おうとする者に申請内容等の説明及び関係

書類の提出を求めることができる。 

５ 委員会は、必要に応じて参考人の出席を求め、意見を聴取することができる。 

６ 審査対象となる研究の研究責任者及び研究担当者は、審査に参加することができない。

ただし、委員会の求めに応じて、委員会に出席し、説明することを妨げない。 

７ 所長は、委員会の審議及び意見の決定に参加してはならない。ただし、委員における当

該審査の内容を把握するため必要な場合には、委員会の同意を得た上で、その会議に同席す

ることができる。 

８ 委員会の意見は、全会一致を持って決定するよう努めなければないない。ただし、委員

長が必要と認める場合は議決により判定することができ、出席委員の 3 分の 2 以上の多数

を持って決することとし、少数意見を付記する。 

９ 議事録は委員会事務局が作成し、申請書類及びその他の提出資料等とあわせて研究推

進・国際センターが 10年間保存しなければならない。 

 

（申請） 

第 10条 

第 2条の適用範囲となる研究を行おうとする申請者は、「研究実施許可申請書・研究計画

変更許可申請書 研究計画書」（様式第 1号）又は「研究実施許可申請書・研究計画変更許

可申請書 研究計画書（ヒトゲノム・遺伝子解析研究）」（様式第 1号の 2）に必要事項を記

入し、所長に提出しなければならない。 

２ 研究所外の者に既存資料等の提供をしようとする際は、「研究試料・情報の提供許可申

請」（様式第 2号）に必要事項を記入し、所長に提出しなければならない。 

３ 所長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに委員会に諮問するものとする。 

 

（判定） 

第 11条 

第 5 条第 1 項に規定する審査の判定は、出席した委員全員の同意によるものとする。た

だし、委員長が必要と認める場合は投票により判定することができ、出席委員の 3分の 2以

上の多数を持って決することとし、少数意見を付記する。 

２ 判定は以下のように表示する。 

（１） 承認 

（２） 条件付き承認 

（３） 変更勧告 

（４） 不承認 

（５） 非該当 

３ 前項に掲げる各号の判断基準は、次の各号のとおりとする。 



 

 

（１） 科学的妥当性及び倫理的配慮に問題がないため、研究の実施を認める。 

（２） 研究を実施するに当たり、科学的妥当性及び倫理的配慮に問題を生じる可能性が

あるため、委員会の付した条件に基づき研究実施計画等を改善した場合に限り、

研究の実施を認める。 

（３） 研究を実施するに当たり、科学的妥当性及び倫理的配慮に問題があるため、変更

勧告に基づき研究方法・内容を見直した上で、再度判定のために「研究実施許可

申請書・研究計画変更許可申請書 研究計画書」（様式第 1 号）の提出を求める。 

（４） 研究自体に科学的妥当性及び倫理的配慮に問題があるため、研究の実施を認めな

い。 

（５） 研究は第 2条に規定する適用範囲に該当せず、委員会の審査の対象外である。 

４ 委員会は、所長に審査結果を「研究倫理審査委員会 審査結果答申書」（様式第 3 号）

により速やかに報告しなければならない。 

 

（迅速審査） 

第 12条 

申請された研究の計画が次の各号のいずれかに該当すると判断されるときは、委員長及

び委員長の指名する 1名以上の委員により審査（以下「迅速審査」という。）を行うことが

できる。なお、委員長は、迅速審査の実施経緯と審査結果を、所長及び直近の委員会に書面

で報告しなければならない。 

（１）研究が他機関との共同研究として行われる場合で、共同研究機関の研究倫理審査委員

会等で既に審査が行われており、許可された場合の審査。 

（２）委員会において既に承認された研究であって、軽微な計画の変更を行う場合の審査。 

（３）侵襲を伴わない研究であって介入を行わないものに関する審査。 

（４）軽微な侵襲を伴う研究であって介入を行わないものに関する審査。 

２ 前項の委員長の職務は副委員長が代行することができる。 

 

（審査結果の申請者への通知等） 

第 13条 

所長は、第 11 条第 4 項により委員会から審査結果の報告を受けたときは、「研究倫理審

査結果及び許可申請に対する決定通知」（様式第 4号）により審査結果を速やかに申請者に

通知するとともに、審査結果を尊重して申請者に適宜必要な指導を行うものとする。 

 

（再申請・再審査） 

第 14条 

申請者は、委員会の審査結果に基づき、所長が不承認とした場合は、委員会の判定理由に

基づき申請内容の修正を行った上で、所長に再度申請を行うことができる。 



 

 

２ 申請者は、審査結果に異議があるときは、前条の通知を受け取った日から３月以内に

「異議申し立て書」（様式第 5 号）に根拠となる資料及び意見を付して、1 回に限り所長に

委員会での再審査を申請することができる。 

３ 所長は、第 1 項又は前項による申請があったときは、委員会に再審査の手続きをとる

ものとする。 

４ 所長は、委員会の再審査終了後、速やかに当該委員会の意見に基づき、申請者に再審査

結果を通知するものとする。 

 

（研究実施状況報告） 

第 15条 

申請者は、承認された研究の実施状況（進捗状況、有害事象の発生状況等）を「研究実施

状況報告書」（様式第 6号）を用いて、年 1回、所長に報告しなければならない。 

２ 所長は、前項の報告書の提出があったときは、委員会へ審査を依頼するものとする。 

 

（研究成果報告書） 

第 16条 

申請者は、承認された研究については、終了（予定より早く終了した場合を含む。）から

1 年以内に研究結果の概要等を記載した「研究成果概要報告書」（様式第 7 号）を所長に提

出しなければならない。 

 

（倫理審査の証明） 

第 17条 

申請者から以下の各号に該当する倫理審査済証明等の交付申請がなされたときは、委員

会は審査結果を証する文書を交付するものとする。 

（１）委員会による審査を経て実施される研究の成果を論文として学術雑誌に掲載する場

合等、成果公表に際して必要となる倫理審査済みである旨の証明。 

（２）競争的資金等への研究費申請等で必要となる研究計画に対する倫理審査済みである

旨の証明。 

（３）その他研究の実施に必要な場合。 

 

附則 

１．この規程は平成 27年 4月 17日から実施する。 

２．独立行政法人労働安全衛生総合研究所利益相反審査・管理委員会規程（以下この項にお

いて「利益相反規程」という。）第 9 条第 1 項に基づく申請があった場合には、当分の間、

本研究倫理審査委員会が利益相反規定第 10条の審査及び第 11条の判定を行うものとする。 

 



 

 

附則（平成 28年 3月 31日） 

１．この規程は平成 28年 4月 1日から実施する。 

２．独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所利益相反審査・管理委員会

規程（以下この項において「利益相反規程」という。）第 9条第 1項に基づく申請があった

場合には、当分の間、本研究倫理審査委員会が利益相反規定第 10 条の審査及び第 11 条の

判定を行うものとする。 

 

附則（平成 29年 5月 30日） 

１．この規程は平成 29年 5月 30日から実施する。 

２．独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所利益相反審査・管理委員会

規程（以下この項において「利益相反規程」という。）第 9条第 1項に基づく申請があった

場合には、当分の間、本研究倫理審査委員会が利益相反規定第 10 条の審査及び第 11 条の

判定を行うものとする。 

３．第 2条２項（３）の②の「特定の個人を識別することができないもの」とは、個人識別

符号が含まれず、情報単体あるいは他の情報と照合することによって特定の個人を識別す

ることができないものをいう。「対応表が作成されていないもの」とは、匿名化を行う際に

対応表が作成されなかった場合のほか、いったん作成したのち破棄された場合も含まれる。 

 

附則（平成 30年 3月 30日） 

１．この規程は平成 30年 3月 30日から実施する。 

 


